
 
 
 

 

 

 

 
株式会社日本政策投資銀行(代表取締役社長：柳正憲、以下「DBJ」という。）は、このたび

内閣府、滋賀大学、株式会社滋賀銀行、株式会社しがぎん経済文化センターおよび 
株式会社日本経済研究所とともに、PPP/PFI(注)の推進へ向けた「第 2 回淡海公民連携研究 
フォーラム」を開催します。 

 
国・地方ともに厳しい財政状況の中で、昨今ますます深刻化する公共施設の老朽化問題等へ

対応していくためには、PPP/PFI 等による民間ノウハウ・資金の活用を通じて、インフラの

運営・更新等の効率化、サービスの質的向上、財政負担の軽減を図ることが重要と考えられ 
ます。平成 28 年 6 月に閣議決定された政府の「日本再興戦略 2016」では、平成 34 年までの

10 年間で PPP/PFI の事業規模を従前目標の 12 兆円から 21 兆円に拡大することが掲げられ

ており、DBJ でも、平成 25 年 6 月に開設した「PPP/PFI 推進センター」を中心に、PPP/PFI
の活用拡大へ向けた各種取り組みを一層強化しています。 

 
平成 28 年 5 月に改訂された「PPP/PFI 推進アクションプラン」において、地域における

PPP/PFI の活用を推進し、地域経済好循環を拡大するため、産官学金による官民対話等を 
行う地域プラットフォームの形成推進が掲げられており、今後は一の地方公共団体の枠組みを

超えたより広域的な地域プラットフォームの形成推進も求められる中、平成 28 年度の内閣府

支援によるモデル事業として、「淡海公民連携研究フォーラム」が選定されているところです。 
 
このような中、当フォーラムは、内閣府や滋賀大学、株式会社滋賀銀行等との協働により、

滋賀県内複数の地方公共団体の広域的な官民対話の場としての「淡海公民連携研究 
フォーラム」形成を図り、民間活力を活用した地域活性化や地方創生の推進を目指すべく、 
全 4 回にわたって開催するものです。第 2 回目となる今回は、庁舎や複合施設分野における

PPP/PFI 活用に向けた講演に加え、「大津市東部学校給食共同調理場整備・運営事業」に  
ついてご報告の後、官民連携事業への理解を深めるべく、学校給食センターを題材とした意見

交換会を行う予定です。 
 

記 
 

【開催要領】 

1. 開催日時  平成 28 年 12 月 22 日（木）13 時 30 分～16 時 30 分（受付開始 13 時） 

2. 会 場  しがぎん草津ビル  

      滋賀県草津市大路 1-14-26 

3. 内 容  第 1 部：講演 

      （1）「庁舎及び複合施設への PPP/PFI 導入事例について」 

        株式会社日本経済研究所 調査本部 上席研究主幹 吉田 育代  

      （2）「学校給食センターへの PPP/PFI 導入について」 

株式会社長大 まちづくり事業部 まちづくり推進部 部長 藤井 豊 氏 

     第 2 部：報告 

「大津市東部学校給食共同調理場整備・運営事業」 

大津市 教育委員会事務局 中学校給食準備室 室次長 草薙 卓 氏 

第 3 部：意見交換会 

「PPP/PFI の活用について（学校給食センターを題材）」      

PPP/PFI 推進へ向けた 

「第 2 回 淡海公民連携研究フォーラム」開催のご案内 

平成 28 年 12 月 8 日
株式会社日本政策投資銀行
代表取締役社長 柳 正憲



 
 

（コーディネーター） 

滋賀大学社会連携研究センター 教授 横山 幸司 氏 

      ※内容については、変更となる場合があります。 

4. 対 象  地方公共団体、民間事業者、地域金融機関、大学等       

5. 参 加 費  無料 

6. 定  員  150 名（申込順） 

7. 募集方法  別紙「参加申込みのご案内」記載の宛先に FAX にて、 

      12 月 15 日（木）までにお申し込みください。 

8. 主  催  内閣府、滋賀大学、株式会社滋賀銀行、株式会社しがぎん経済文化センター、 

株式会社日本経済研究所、株式会社日本政策投資銀行 

 
(注)PPP(Public Private Partnership：パブリック・プライベート・パートナーシップ)とは、行政主体に 

よる公共サービスを、行政と多様な構成主体との連携により提供していく新たな考え方。民間委託、
PFI、指定管理者制度、民営化、地域協働、産学公連携等を含めた公民連携手法の総称。 
PFI(Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ) とは、公共施設等 
の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力および技術的能力を活用して行う新しい手法。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【お問い合わせ先】 
地域企画部 PPP/PFI 推進センター 電話番号 ０３－３２４４－１５１３ 
関西支店 企画調査課        電話番号 ０６－４７０６－６４５５ 



 
 

参加申込みのご案内 

株式会社しがぎん経済文化センター 産業・市場調査部 行 
〔F A X〕 ０７７－５２３－２２６５ 

「第 2 回 淡海公民連携研究フォーラム」申込書 

貴社・貴団体名：              所属部署：           

※複数名にてお申し込みいただく場合にはリストの最初の方を照会先といたします。   意見交換会への参加 

ふりがな                                     
ご芳名：              ご役職：       ［希望・希望しない］ 

ふりがな 
ご芳名：              ご役職：        ［希望・希望しない］ 
ふりがな 
ご芳名：              ご役職：      ［希望・希望しない］ 

     〒   
ご住所：                                                       

ご連絡先：TEL             E-mail               

※当日は受付にて「参加企業・団体一覧」を配布する予定にしております。 
希望されない方につきましては、右記に○をお願いいたします。   ［ 希望しない ］ 

 

 事前アンケート ※2の質問は、貴社・貴団体の属性の合わせてお答え下さい。 

（個人情報の取り扱いについて） 
ご提供いただく個人情報は、本フォーラムのための範囲内で使用致します。 
またご提供いただく個人情報は法令の規定により提供を行う場合を除き、ご本人様の同意なしに第三者への 
開示・提供を行うことはありません。 

第 3部の意見交換会にご出席される方は、ご質問されたい内容について、自由にご記入下さい。 

 

本フォーラムの活動に係る質問 ※下記選択肢より該当する番号をご記入下さい（複数可） 回答欄 

1. 関心のある施設・分野  

2. 検討中の施設・分野（自治体）／ 参画する際の業務（民間事業者）  

3. 関心のあるテーマ  

【お申込みに関するお問い合わせ先】 

株式会社滋賀銀行 営業統轄部 地域振興室 澤島  電場番号：０７７－５２１－２３４７ 

株式会社しがぎん経済文化センター 産業・市場調査部 鷹羽 

                                    電話番号 ０７７－５２３－２２４５ 

１．関心のある施設・分野 
①事務庁舎     ②公営住宅・宿舎    ③小中学校     ④給食センター 
⑤スポーツ施設（体育館・スタジアム・プール等） 
⑥社会教育施設・文化施設（公民館・図書館・博物館・文化会館等） 
⑦廃棄物処理施設    ⑧上水道施設    ⑨下水道施設    ⑩複合施設 
⑪その他施設（道の駅・斎場等）   ⑫改修事業（RO 方式）   ⑬公有地・公的不動産 

２．検討中の施設・分野／参画する際の業務 
（自治体）上記１．と同様 
（民間） ①設計  ②建設  ③維持管理  ④運営  ⑤金融  ⑥その他（      ） 
３．関心のあるテーマ 
①PPP/PFI 導入の成果（メリット）      ②PPP/PFI 導入手続きやスケジュール 
③初期段階における PPP/PFI の導入検討の方法 ④地元企業の参画や地域経済への影響 
⑤官民のリスク分担             ⑥コンソーシアムの組成方法やＳＰＣの設立 
⑦改修事業   ⑧小規模な PPP/PFI 事業   ⑨その他（                ） 


